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原子力発電技術の研究開発の現状と今後の課題

原子力運営部長 安 井 恒 政

1 ま え が き

わが国初の商用炉である東海発電所が運開して

から16年， 軽水炉の初稼動以来13年が経過し， 原

子力発電の全設備容量は 1,600万kWを超え， ゎ

が国全体の発電力に占める原子力の比率は12％に

達した。

エネルギー源の多様化， 石油代替エネルギーの

開発という国家的要請に応えて， 原子力発電設備

量は毎年増加しつつある。

先づ最初に， 原子力開発利用に関する研究開発

の歩みを振り返って， わが国全体としての原子力

発電技術の開発研究について要約し， その中での

電力側の研究開発の位置づけを明確にした上で，

現状を紹介する。

2 わが国の原子力技術に関する研究開発

わが国の原子力発電技術は， その基本方針を定

めた原子力基本法が昭和31年に施行された時がそ

の始点であると言える。 そして昭和30年代は， 将

来に向けての体制が整備され， 開発の基盤が確立

された時期であった。

すなわち， 日本原子力研究所（原研）， 原子燃

料公社， および放射線医学総合研究所などの研究

開発機関が設立され， 研究開発の基本的な組織体

制が整えられた。

このうち原研では昭和31年の創立以来， 主とし

て原子力関係技術等に伴う安全性に関する研究に

取り組んでいる。 すなわち， 総合的な原子力の研

究開発機関として， 原子炉安全および環境安全の

両分野にわたり， 体系的・実証的な研究が実施さ

れている。

例えば， 原子炉安全研究では軽水炉の冷却材喪

失事故， 反応度事故などに関する研究， 原子炉燃

料体の安全性， 健全性に関する研究， 安全性評価

解析手法の研究などが実施されている。 また安全

性研究は国際的な協力のもとに進められており，

ハルデン計画， LOFT計画への参加などが行な

われている。

環境安全研究では， 放射性廃棄物処理処分の対

策や， 基準づくりのための研究， 環境放射線・放

射能の評価・解析， およびモニクリングに関する

研究等が実施されている。 そのほか，
“

廃炉
”

に

関する研究も実施されている。

次に， 昭和42年に設立された動力炉・核燃料開

発事業団は， 高速増殖炉(FBR)， 新型転換炉

(ATR) および核燃料の研究開発を国家的事業

として一元的に実施し， 自主技術の確立を目指し

た機関である。

同事業団により， FBR実験炉
“

常陽
”

， ぉょ

ぴATR原型炉
“

ふげん
”

が建設され， 夫々昭和

52年，53年に臨界に達し， ー先づの具体的成果と

して開発の基礎段階が達成された。

核燃料の開発については， ウラン探査活動， プ

ルトニウム燃料の開発， 遠心分離法によるウラン

濃縮パイロットプラントの稼動， 再処理施設の稼

動等の成果が得られている。

さて， 昭和40年頃からの約10年間は， 原子力発

電の開花期とも言うべき時期で， 東海 1号炉のほ

か， 各社の軽水炉が次々と計画決定され， その建

設が可成り急速に進められた。

こうした電力各社の動きに呼応して， 電力中央

研究所（電中研） においても， 原子力発電技術に

開する研究開発が開始された。

研究開発の推進については， 電力各社および関

連機関の代表者により構成される
“

原子力発電技

術開発推進会議
”

が設けられ， 電気事業のニーズ

と要請に基づいた研究計画の審議および成果の評

価をふまえて， 研究開発が行なわれている。

その研究課題は， ①運転信頼性•安全性， ③耐

震・構造 ・ 立地拡大技術， ®核燃料サイクル ・ バ

ックエンド対策， ④FBR等の分野に大別され，

メ ー カ ー や他機関における研究と重復しないよう

な， 基礎的・実証的研究， ならびに評価技術の確

立のための研究が実施されている。

核燃料サイクル ・ バックエンド対策上の重要な

課題である放射性廃棄物の処理処分については，

原研， 電中研等で基本的な実験 ・ 研究が実施され
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